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国立大学法人 神戸大学
 

１．整備組織名  神戸大学連携創造本部 

 

２．大学からの報告 

（１）当初計画（大学知的財産本部整備事業） 

◇ 産学官連携を支援する戦略的スタッフ部門として「イノベーション支援本部」を設置し、

関係する学内関係組織（連携創造センター等）との有機的連携の下で、研究活動の支援から

インキュベーションまでを一体的に実施する。特に、事業化促進の観点で経営学研究科等社

会系学部の活用を図る。 

◇ その活動を実効あるものにするために、知的財産や事業に関する企業経験と実務能力の豊

富な外部人材等を常勤・非常勤で登用し、学内人材と共に活動を推進する。 

◇ ＴＬＯひょうごと業務委託契約を締結し、そこに設置された神戸大学事業部のアドバイザ

ーと共に、技術シーズの発掘、発明の調査・評価（特許性、事業性等）を行い、技術移転等

の知的財産の活用を図っていく。 

◇ 神戸市医療産業都市構想との連携によるバイオ分野等の研究開発の促進など、地域イノベ

ーションの振興に向けて、地域機関等との連携を図っていく。 

 

（２）自己評価 

◇ 当初構想のイノベーション支援本部を更に発展させて、関係組織を統合し「知」の創成か

ら社会貢献までを一元的に実行・支援する、学長直属の連携創造本部を設立した。また事業

マインドの豊かな企業経験者の活用によりスピーディな立上げと運営を行った。 

◇ ＴＬＯひょうごとの連携による技術移転については、外部型ＴＬＯの限界が明らかとなっ

た。技術移転の実質的拡大を主な目的に、当本部と一体化運営できる神戸大学支援合同会社

（神大ＬＬＣ）を設立した。 

◇ 経営学研究科など社会学部系教員を巻き込んだ形で地域・地域機関との連携を強化した。 

◇ 本学の構成員が、「知」の機関帰属やその活用による社会貢献などに関する意識を顕著に向

上させたことは体制整備の一つの効果である。また、産学官連携の成果で記す指標に現れて

いるように、産学官連携の様々な面での推進に貢献できるようになったと自己評価している。 

 

 

 

３．審査・評価小委員会における評価 

＜評定要素＞（平均点） 

① ２．６点 ② ２．６点 ③ ２．６点 ④ ２．５点 ⑤ ３．０点 

＜コメント＞ 

全学的取組を志向してきたことにより、体制整備は進んでいる。特に、広域ＴＬＯであるＴＬ

Ｏひょうごとは別に大学独自のＬＬＣを設立し、機動的な活動ができるようにしたことや、学内

の取組での異分野融合・文理融合、また、地域での「ひょうご神戸産学官連携アライアンス」な

ど、地域イノベーションの促進に向けた取組は評価できる。 

ただし、特許取得件数が少ない点や、ライセンス等収入などは、必ずしも大きな進展が見られ

ず、届出発明の質を高めるために、大学の実情に応じた工夫について検討を進めることが必要で

ある。真の「知的創造サイクル」の形成への努力を期待したい。 

今後は、学内の異領域連携を積極的に進めるとともに、一貫した産学官連携プロジェクトの進

捗管理や支援を通して実績を重ねていくことを期待する。 
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神戸大学 

◎事業終了時の体制図（平成 20 年３月時点） 

 
学　　　長

財務・産学連携担当理事

副本部長（１名）
知的財産マネージャー（１名）

運営委員会（１１名）

　

業務内容

　 　

知的財産部門　（５名）

• 知的財産戦略の立案・実行

• 知的財産ｻｰﾋﾞｽの提供と技術移
転の推進

• 協力研究契約、実施許諾契約
の支援

• 技術法務全般に関わる支援

• 知的財産に関する教育・啓発活
動の「推進

業務内容 業務内容

ﾍﾞﾝﾁｬｰ支援部門　（９名）

• 大学発ﾍﾞﾝﾁｬｰの起業・成長支
援

• 神戸ﾍﾞﾝﾁｬｰ支援＆研究会の
運営

• ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ施設の運営

• 先端的研究の調査・支援

• 学際的シーズ創出の調査企画

• 競争的資金（公募型）獲得支援
（プロポーザルの指導・助言を
含む）

ｼｰｽﾞ創出企画部門　（６名）

　

先端研究推進部門　（４名）

業務内容

　

業務内容

• 連携戦略の企画

• 新規ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの企画

• 情報発信とｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ

• 協力研究の拡大推進

• 地域社会との連携・推進

産学官民連携推進部門　（２１名）
（ﾍﾞﾝﾁｬｰ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ）

• 学内先端的研究の組織化

• 新産業に向けた先端的研究の
実施

• 競争的資金・連携ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究
の実施

• 起業家意欲の高い若手研究者
の育成

• 先端研究成果による連携推進

連携創造本部長（１名）

神戸大学連携創造本部機構図
連携創造本部：平成１７年１０月１日設置

研究推進部（連携推進課）（１７名）

学術研究推進機構

イノベーション支援本部 ：平成15年10月1日設置

連携創造センター ：平成15年10月1日設置

イノベーション支援本部、連携創造センター、ベンチャー･ビジネス･ラボラトリーの３組織を平成17年10月1日に統合

○客員教授　（１名） ○客員教授　（９名）

○起業マネージャー（２名）

○産学連携特別研究員　（１名）

○客員教授　（３名）

○知的財産マネージャー　（１名）

○産学連携特別研究員　（１名）

○客員教授　（１名）

神戸大学支援合同会社
○産学連携アドバイザー（１名）

ＴＬＯひょうご神戸大学事業部
○知的財産アドバイザー（１８名）

連
携

連
携

 

 

◎成果事例 

 

神戸市の医療産業都市構想の中で、地元中
小企業の参画はまだ充分とはいえない。神
戸市機械金属工業会傘下の医療機器開発研

究会メンバー企業の新規・異分野進出をよ
り一層支援すべく、連携創造本部客員教授
と相談し、大学病院におけるニーズを企業
につなぐ仕組みを考えた。

神戸大学の特許出願について、神戸ﾊﾞｲｵﾒ
ﾃﾞｨｯｸｽ社、大野社と、共同出願契約すると共

に、実施許諾基本契約を締結した。
同時に、神戸大学（連携創造本部、医学系研
究科）と上記２社とで研究会を組織し、神戸
市の開発資金の助成を受けて、商品化開発を
進めた。

○特許出願状況
１.国内：特願2004-276827」

「腸管挟締器」

２.海外：ＰＣＴ/ＪＰ2005/17462

●技術への貢献
ガットクランパーは、腹腔鏡手術で大腸を括るのに使用される。大腸癌手術時

に生じやすい腸管内の癌細胞飛散による癌再発を防止する効果が極めて大きく、

簡単に装着可能で確実な腸管遮断ができ、かつ安価であるという利点がある。

●市場への貢献
多くの医療機器は海外からの輸入で賄われており、国内開発製品が増えること

は今後の国内医療産業の活性化にも貢献できる。販売強化に繋がるよう、内視鏡
学会などで研究発表を行い、実績が向上しつつある。

●社会への貢献
大腸癌に罹る患者が低侵襲で治療を受けられ、再発予防におおきな効果が期待で
きるガットクランパーが、日本で初めて商品化されたことは大きな意味があり、
手術技法の世界への広がり等、今後が期待される。

●その他の医療器具の技術移転/・商品化の進捗状況
・ファルストップ：医療器具は医師の評価を得て、商品化を検討中。

・SEレスキュー ：医療器具は製作済みで、現在医師の評価待ち。
また薬事法認可申請中

知財管理（特許化、知財保護） 技術移転の概要

大学等名 神戸大学
知財本部名 連携創造本部

創 出

簡易で安全な医療機器ガットクランパーの開発

産学官連携のきっかけ（マッチング）

共同研究

ガットクランパーとは、腹腔鏡手術
で大腸（ガット）を括る（クランプ
する）ために使う医療器具。

大腸癌手術時に生じやすい腸管内へ
の癌散布による再発を防止する目的
で使用され、簡単に装着可能で確実
な腸管遮断が保障され、加えて安価
であるという利点がある

管 理 活 用

大学の連携創造本部が中心となり、医学系研究科外科の教授を通じて研
究室で試作したい医療機器を聞き出し、特許を申請した。

神戸バイオメディックス（株）が発注業者として（株）大野社を選出し、
神戸市、（財）先端医療振興財団の協力を得ながら、医療機器としての
試作を繰返すとともに、薬事法の手続きを行い、担当医の評価を頂きな
がら、新規分野進出第一号として商品化に成功した。

要約
ガットクランパー

連携機関

○ 神戸大学医学系研究科外科 教授 黒田義和

○ (株)大野社 社長 大野和夫
○ 神戸バイオメディックス(株） 社長 鶴井孝文

実施料等収入（累計）

約5万円
（約5万円）

受賞歴

○ なし

実施料収入
（ランニングロイヤリティ）

実施料等収入の種別




